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社 名 東邦情報システム株式会社

所 在 地 〒960-8626
福島県福島市飯坂町平野字桜田3-4
(東邦銀行事務センター内)

T E L (024)541-2150

F A X (024)543-1873

U R L http://tohojoho.jp/

設 立 1983年(昭和58年)

資 本 金 6,000万円

主 要 株 主 東邦銀行および東邦銀行関連会社

社 員 数 102名

東邦銀行グループ

Corporate Profile

東邦情報システム株式会社

Toho Information System

東邦情報システム（株）
（東邦銀行事務センター内 7F）

東邦銀行 平野支店
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東邦銀行グループの一員として

ITサービス・ソリューションを提供し

「ふるさと・ふくしま」の発展に貢献

当社は、1983年（昭和58年）に東邦銀行グループの情報処理サービス企業として誕生以来、

県内企業・団体様へITサービス・ソリューションを提供してまいりました。

現代はIoT、ロボット、人工知能（AI）、ビッグデータといった新たな技術が社会に浸透する、

大きな変革期にあります。

当社は、これまでの様々な実績をもとに、適切なシステム・ソリューションをご提供することで、

お客さまの経営課題解決に答えてまいります。

当社は一般財団法人日本情報経済社会推進協会

（JIPDEC）よりプライバシーマーク認定を

取得しております。

プライバシーマーク制度は、個人情報の保護を

積極的に促進させる制度で、個人情報の取扱を

適切に管理している民間事業者に認定のうえ

付与されるものです。

個人情報の取り扱い

- 法人のお客さまへのコンサルティング業務

- 自治体へのコンサルティング業務

事業内容 長期ビジョン

コンサルティング体制強化により付加価値を
創造・提供し『ふくしま』と共に成長

東邦グループのITパートナーとして先進的、
かつ安全・安心なサービスの提案・提供

より良いサービスの提案・提供に向けた
組織全体のIT技術力強化、体制・環境整備

心身の健康を保ち、一人ひとりが多様な働き方で
自分らしく活躍・成長できる職場(企業風土)づくり

長期ビジョン実現のための「基本方針」

東邦情報
システム

ふくしま IT

ふくしまをITで
もっと豊かに

地元ふくしまを
愛し愛される企業

高い技術力で
ITを活用・推進

ふくしまをITの力でもっと豊かに

～自分らしくいきいきと働き、ともに成長できるTISへ～

お客さまの業務効率化・DX推進等、経営課題改善のため、ニーズにマッチしたITソリューションの導入から

定着までお手伝いいたします。

ITコンサルティング

課題の抽出、問題点のヒアリング

ご提案・プランニング

ITソリューションの導入

アフターサポート

コンサルティングのプロセス1. ICT、DX推進の実現に向けた業務の課題分析(見える化)

業務の現状の見える化を行い、業務の再検討とITツール

の活用を進めることで、お客さま対応や、より複雑な業務

へのシフトを可能にする改善をご提案します。

2. 業務のデジタル化支援

業務の現状分析や課題の抽出を行ったうえで、具体的な

ITツール導入による解決策をご提示するとともに、課題解

決に向けた技術的な支援を行います。

3. ITリテラシー向上支援

ITリテラシー、特にセキュリティ知識や、ルール遵守意識の

向上について、組織の現状の確認や勉強会を通したリテラ

シー向上の支援を行います。

自治体向け業務改善支援・サービス提供

自治体向けにも様々な業務改善支援・サービス提供を行っております。

1. RPAやAI-OCRの導入支援

2. 学校教育におけるICT化支援

3. オープンデータの取組み支援

4. 預貯金等の照会業務の効率化

5. 口座振替データ集中サービス

6. 税公金ステーションの導入支援

RPA

定型的な業務を、人の代わりにロボット（プログラム）が行うことにより
自動化・効率化するシステム

AI-OCR

手書き書類や帳票の文字読取を行い、データ化する仕組み

AIを内蔵しており、通常のOCRと比べて文字の認識率が格段に向上している

ICT

情報通信技術のこと　ネットワークを活用して情報や知識を共有する技術

税公金ステーション

お客さま自身が窓口に行かなくても、税納付等を行える端末・機器
導入することにより、待ち時間の削減・窓口業務の省略が図れる
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